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（様式第１号）
令和　　年　　月　　日
　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
   　　　　　　　 　　　　　　応募者の所在地
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　
質問書
千葉市立新病院整備実施設計CМ業務委託の技術提案書作成について、次の項目を質問します。
	質問箇所
	質　問　事　項

	記載例：簡易公募型プロポーザル方式に係る手続開始の公表
P.1　３　参加資格要件について
	

	
	

	
	

	
	


※質問がない場合は、質問書を提出する必要はありません。
※欄が不足する場合には、適宜、作成してください。
	担当部署
	

	担当者
	

	電話番号
	

	FAX
	

	E-mail
	


（様式第２号）
令和　　年　　月　　日
　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
   　　　　　　　 　　　　　　応募者の所在地
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
プロポーザル参加表明書
業務名　：千葉市立新病院整備実施設計CM業務委託
標記業務に係るプロポーザルへの参加を表明します。
	連絡先
	担当部署
	

	
	担当者
	

	
	電話番号
	

	
	E-mail
	

	協力会社
	会社名
	

	
	担当業務
	□技術面の検証　　　　　　　　　□制度・法律面の検証
□その他（具体的内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	協力会社
	会社名
	

	
	担当業務
	□技術面の検証　　　　　　　　　□制度・法律面の検証
□その他（具体的内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	協力会社
	会社名
	

	
	担当業務
	□技術面の検証　　　　　　　　　□制度・法律面の検証
□その他（具体的内容：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


（様式第３号）
令和　　年　　月　　日
　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
   　　　　　　　 　　　　　　応募者の所在地
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
技術提案書
業務名　：千葉市立新病院整備実施設計CM業務委託
標記業務について技術提案書を提出します。
	担当部署
	

	担当者
	

	電話番号
	

	FAX
	

	E-mail
	


（様式第４号の１）
誓　　約　　書
（その１）
 　　令和　　年　　月　　日
　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
   　　　　　　　 　　　　　　応募者の所在地
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
 　　　　　　　　　　　　　　 担当者名　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　今般の「千葉市立新病院整備実施設計CM業務委託」のプロポーザルへの参加に関し、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律等の規定に抵触する行為は行っていないことを誓約し、この誓約書の写しが、公正取引委員会及び千葉県警察に送付されても異議ありません。また、千葉市暴力団排除条例第９条に規定する暴力団員等又は暴力団密接関係者に該当しないことを誓約し、当該事実を確認するため、千葉県警察に照会されても異議ありません。
　なお、千葉市内において、都市計画法に違反していないことも併せて誓約します。
（様式第４号の２）
誓　　約　　書
（その２）
令和 　　年 　　月 　　日

　（あて先）千葉市病院事業管理者　　
   　　　　　　　 　　　　　　所在地又は住所
      　　        　　　　　　商号又は名称
　　  　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　印
 　　　　　　　　 　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　印
当社は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であり、かつ次の各号にも該当しない者であることを誓約します。
①手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者

②千葉市立新病院整備実施設計CM業務委託の参加表明書提出日前６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者

③会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の更生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がされていない者
④民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の再生手続開始の申立てをした者で、同法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていない者
⑤千葉市物品等入札参加資格者指名停止措置要領（昭和６０年８月１日施行）及び千葉市建設工事請負業者等指名停止措置要領（平成２９年５月２３日施行）に基づく指名停止措置等を技術提案書の提出日から契約の締結日までの間に受けている者

⑥法人税並びに消費税及び地方消費税を完納していない者

⑦千葉市内に本店又は営業所等を有する者にあっては、千葉市税（延滞金を含む）を完納していない者
⑧千葉市内に本店又は営業所等を有する者で、個人住民税の特別徴収を行うべき者にあっては、個人住民税の特別徴収を行っていない者
（様式第５号）応募者の業務経歴等の資料
	
	番号
	受注者
（ＪＶの場合）
	業務名
	発注者
	契約金額
（千円）
	履行期間
	業務分類等

	応募者の同種又は類似の業務実績（一覧）
	１
	
	
	
	
	
	同種・類似

〈一般病床数〉
〇〇〇床

〈ICU〉
有・無

〈災害拠点病院〉
該当・非該当
〈ECI方式〉
該当・非該当

	
	２
	
	
	
	
	
	同上

	
	３
	
	
	
	
	
	同上

	職員数
	技術職の数
	その他の職員数

	
	一級建築士

人
	技術士

人
	その他技術職員

人
	人

	（注）　
１　元請けとしての実績を記入すること（３件まで）。
２　業務分類には、同種と類似の区分を明示すること。あわせて一般病床数、ICUの有無、災害拠点
病院の該当の有無、発注方式がECI方式に該当するか非該当かを併記すること。
記載に当たっては同種業務を優先すること。


（様式第６号）配置予定技術者の業務実績 
	主任技術者（管理技術者）
	氏名
	
	年齢
	

	
	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	業務実績

	
	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務分類等

	
	
	
	
	
	同種・類似

〈一般病床数〉
〇〇〇床

〈ICU〉
有・無

〈災害拠点病院〉
該当・非該当
〈ECI方式〉
該当・非該当


	
	
	
	
	
	同上


	
	
	
	
	
	同上


	
	今年度手持業務の状況・予定

	
	業務期間
	業務名
	発注者
	立場
	施設概要

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	主任担当技術者（全体総括）
	会社名
	

	
	氏名
	
	年齢
	

	
	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	業務実績

	
	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務分類等

	
	
	
	
	
	同種・類似

〈一般病床数〉
〇〇〇床

〈ICU〉
有・無

〈災害拠点病院〉
該当・非該当
〈ECI方式〉
該当・非該当


	主任担当技術者（建築・建築計画）
	会社名
	

	
	氏名
	
	年齢
	

	
	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	業務実績

	
	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務分類等

	
	
	
	
	
	同種・類似
〈一般病床数〉
〇〇〇床

〈ICU〉
有・無

〈災害拠点病院〉
該当・非該当
〈ECI方式〉
該当・非該当

	主任担当技術者（建築・構造）
	会社名
	

	
	氏名
	
	年齢
	

	
	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	業務実績

	
	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務分類等

	
	
	
	
	
	同種・類似
〈一般病床数〉
〇〇〇床

〈ICU〉
有・無

〈災害拠点病院〉
該当・非該当
〈ECI方式〉
該当・非該当

	主任担当技術者（電気設備）
	会社名
	

	
	氏名
	
	年齢
	

	
	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	業務実績

	
	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務分類等

	
	
	
	
	
	同種・類似
〈一般病床数〉
〇〇〇床

〈ICU〉
有・無

〈災害拠点病院〉
該当・非該当
〈ECI方式〉
該当・非該当

	主任担当技術者（機械設備・給排水衛生・空調換気・昇降機）
	会社名
	

	
	氏名
	
	年齢
	

	
	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	業務実績

	
	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務分類等

	
	
	
	
	
	同種・類似
〈一般病床数〉
〇〇〇床

〈ICU〉
有・無

〈災害拠点病院〉
該当・非該当
〈ECI方式〉
該当・非該当

	主任担当技術者（建築コスト管理）
	会社名
	

	
	氏名
	
	年齢
	

	
	資格（登録番号）
	
	取得年月
	

	
	業務実績

	
	年度
	業務名
	発注者
	立場
	業務分類等

	
	
	
	
	
	同種・類似
〈一般病床数〉
〇〇〇床

〈ICU〉
有・無

〈災害拠点病院〉
該当・非該当
〈ECI方式〉
該当・非該当

	その他の担当技術者の資格等
	一級建築士
	人
	※備考

	
	技術士
	人
	


（注）
１　記入に当たっては同種業務を優先し、業務名に（同種）または（類似）を付記すること。
２　主任技術者（管理技術者）の業務実績は３件、主任担当技術者の業務実績は１件までとし、実績が確認できるもの（契約書（写し）、作業計画書、業務実施体制図等）を添付すること。
３　本書式において、評価の対象となる主任担当技術者は２名までとなる。
４　記載した「資格」に関しては、資格を有することを証明するものを添付すること。
（様式第７号）協力会社の登録
	１
	会社名
	

	
	住所
	

	
	代表者
	

	
	同種・類似業務実績
（業務名）
	

	
	
	

	
	本業務に関わる担当予定者数
	

	
	協力を受ける
内容
	

	２
	会社名
	

	
	住所
	

	
	代表者
	

	
	同種・類似業務実績
（業務名）
	

	
	
	

	
	本業務に関わる担当予定者数
	

	
	協力を受ける
内容
	

	（注）
１　協力会社がある場合に記入すること。
２　協力会社は、単体及び他応募者との同時登録は認めない。


（様式第８号）業務実施体制及び実施方針
	　



（様式第９号）業務の工程計画　※業務区分及び月の行・列数は適宜追加してください。
	月
業務区分
	令和３年１２月
	令和４年
１月
	２月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	月
	備考

	実施設計業務

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	技術協力業務


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	実施設計CM業務

（○○業務）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（○○業務）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（○○業務）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	（○○業務）
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・・・・
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	備考　１　業務区分はなるべく詳細に区分します。（書式に記載の業務区分は参考です。）
　　　２　協力事務所に依存する部分は（　）により区分のうえ内書きとします。
　　　３　各業務ごとに必要と思われるチェック期間を・・・で表示します。



（様式第１０号）実施業務に対する課題
	


※新型コロナウイルス感染症等の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律第３条又は地方税法附則第５９条による猶予制度の適用を受けている場合は、その旨を追記し、項目を修正してください。





【本囲みは削除して使用すること】





※業務区分及び月の行・列数は


適宜追加してください。
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１

